
①

②

自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

　社会的に評価される環境整備、災害情報の分析強化、ＤＸの推進

労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

③ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

④ 多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

⑤ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

⑥
業種別の労働災害防止対策の推進

　陸上貨物運送事業、建設業、製造業

⑦
労働者の健康確保対策の推進

　メンタルヘルス、過重労働、産業保健活動

⑧
化学物質等による健康障害防止対策の推進

　化学物質、石綿、粉じん、熱中症、騒音、電離放射線

　厚木労働基準監督署

　本計画に基づく取組が着実に実施されるよう、次頁以降に示す重点項目ごとに取組状況

に関する「アウトプット指標」と取組により期待される「アウトカム指標」を定め、計画

進捗の評価を行い、必要に応じて計画の見直しを行います。

第14次労働災害防止推進計画の概要

令和５年度(2023年度)から令和9年度(2027年度)までの５か年計画

〇 2027年までに厚木労働基準監督署管内の労働災害による死亡者数を４人以下とする。

〇 2027年までに厚木労働基準監督署管内の労働災害による休業４日以上の死傷災害を2022年と

比較して５％以上減少する。（死傷者数1,000人未満）

2022年（基準年）：死亡者数７人、死傷者数1,070人（新型コロナウイルス感染症のり患者数を除く）

計画の全体

８つの重点対策



【アウトカム指標】

　（273件以下かつ災害全体に占める割合を26％以下）

【アウトカム指標】

　（247件以下かつ災害全体に占める割合23％以下）

　（25件以下かつ社会福祉施設で発生した災害に占める割合を25％以下）

③　高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

【アウトプット指標】

　2027年までに50％以上とする。

事業者が実施する事項

　の就労状況等を踏まえた安全衛生管理体制の確立、職場環境の

　改善等の取組を進める。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　発を行う。

①　自発的に安全衛生に取り組むための意識啓発

　安全衛生対策におけるDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

事業者が実施する事項

　し、効率的・効果的な安全衛生活動及び危険有害な作業につい

　て遠隔管理・遠隔操作・無人化等による作業の安全化を推進。

　を行い、プライバシー等に配慮しつつ、保険者と連携し、年

　齢を問わず、労働者の疾病予防、健康づくり等のコラボヘル

　スに取り組む。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　者の健康保持増進の取組を推進するため、健康診断情報の電磁

　的な方法での保存・管理やデータ提供を含め、コラボヘルス推

　進の周知を図る。

　安全衛生対策に取り組む事業者が社会的に評価される環境整備

②　労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

事業者が実施する事項

　リスクであることを認識し、その取組を進める。

　安全衛生教育の実施を徹底する。

　た腰痛予防対策に取り組む。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　を推進する。

　がわ体操」を推進する。

【アウトプット指標】

　2027年までに増加させる。

事業者が実施する事項

　管理体制を確保した上で、事業場全体として主体的に労働者の

　安全と健康保持増進のための活動に取り組む。

　労働安全衛生コンサルタントを活用し、自社の安全衛生活動を

　推進する。

　意識高揚等の見える化を推進する。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　に向け「安全衛生優良企業公表制度」「+Safe協議会」「健康

　経営優良法人認定制度」等の制度や当該制度を導入する事業場

　を周知する。

　いて、業種や規模等に即した個別具体的な取組の周知をする。

　を行うほか、労働安全衛生コンサルタントの活用促進を図る。



建設業対策

事業者が実施する事項

　手すり等の設置、墜落制止用器具の確実な使用、はしご・脚立

　等の安全な使用の徹底等、高所からの墜落・転落災害の防止に

　取り組む。

　把握とその値に応じた熱中症予防対策の適切な実施や「騒音障

　害防止のためのガイドライン」に基づく作業環境測定、健康診

　断、労働衛生教育等の健康障害防止対策に取り組む。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　規則により、足場の点検の確実な実施、一側足場の使用範囲の

　明確化等墜落・転落災害防止対策の充実強化を周知する。

　の新たな技術の導入に伴う国が定める安全対策についての検討

　結果を周知する。

　ためのガイドライン」の周知・指導などの健康障害防止対策を

　推進する。

製造業対策

事業者が実施する事項

　性の高い機械等については、製造者（メーカー）、使用者

（ユーザー）それぞれにおいてリスクアセスメントを実施する。

　さらに、使用者に対し、製造者は残留リスク情報の確実な提供

　に取り組む。

　代替措置により安全対策を推進する。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　ることを通じて、現場の作業者が労働災害に被災するリスクを

　低減させる取組を推進する。

　ャル・リアリティ）の活用の推進をする。

【アウトカム指標】

　（54件以下かつ災害全体に占める割合を５％以下）

⑥　業種別の労働災害防止対策の推進

【アウトプット指標】

・「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置を実施する陸上貨物運送事業等の事業場（荷主となる

　事業場を含む。）の割合を2027年までに45％以上とする。

事業者が実施する事項

　体制の確立、墜落・転落災害や転倒災害等の防止措置、保護帽

　等の着用、安全衛生教育の実施等、荷主も含めた荷役作業にお

　ける安全対策に取り組む。

　じた腰痛予防対策に取り組む。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　実強化を推進する。

　対して、「荷役作業における安全ガイドライン」の周知徹底を

　図るとともに、荷役作業の実態を踏まえ、荷役作業に用いる機

　械等の安全な使用方法の検討結果を周知する。

　して開催、大型物流施設における安全衛生管理の状況を把握

　し、結果に基づく必要な指導を行う取組を推進する。

陸上貨物運送事業対策

④　多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

【アウトプット指標】

　割合を2027年までに50％以上とする。

事業者が実施する事項

　進のためのガイドライン」や「副業・兼業の促進に関するガイ

　ドライン」に基づき、労働者の安全と健康の確保に取り組む。

　による安全衛生教育の実施や健康管理に取り組む

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　の提示や外国人労働者も含めた労働者に対する危険の見える化

　のため開発されるピクトグラム安全表示を周知する。



【アウトカム指標】

【アウトカム指標】

　（54件以下）

⑦　労働者の健康確保対策の推進

【アウトプット指標】

事業者が実施する事項

　結果を基に集団分析を行い、職場環境の改善まで行うことで、

　メンタルヘルス不調の予防を強化する。また、職場における

　ハラスメント防止対策に取り組む。

　時間の削減、年次有給休暇の確実な取得の促進、労働時間等

　の設定の改善(勤務間インターバル制度の導入等）を行う。

　労働者に必要な産業保健サービスを提供するとともに、治療

　と仕事の両立支援のための環境整備に取り組む。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　指導、産業保健総合支援センター及び地域産業保健センターを

　通じた支援を引き続き推進する。

　底を推進する。

　の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドラ

　イン」の周知・指導等の推進する。

　ン」の周知啓発を強化するとともに、「両立支援コーディネー

　ター」の活用促進を図る。

⑧　化学物質等による健康障害防止対策の推進

【アウトプット指標】

　ついて、ラベル表示・ＳＤＳの交付を行っている事業場の割合を2025年までにそれぞれ80％以上とする。

　ついて、リスクアセスメントを行っている事業場の割合を2025年までに80％以上とするとともに、リスクアセスメント結果に基づ

　いて、労働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を実施している事業場の割合を2027年までに80％以上とする。

事業者が実施する事項

　アセスメント等に基づく自律的なばく露低減対策を実施するほ

　か、譲渡提供時のラベル表示・ＳＤＳ交付を適切に行う。

　害を防止するための自主的取組を推進する。

　の把握とその値に応じた熱中症予防対策を適切に実施する。

　定、健康診断、労働衛生教育等に取り組む。

厚木労働基準監督署の重点実施事項

　濃度基準値遵守のための業種別・作業別の化学物質ばく露防止

　対策マニュアル、業種別の中小事業者向けの化学物質管理に係

　る相談窓口・訪問指導・講習会の機会の情報を提供する。

　止対策徹底マニュアル等の周知を推進する。

　の徹底及び適正な使用の推進等の取組を推進する。

　する。

【アウトカム指標】

　比較して、2023年から2027年までの５年間で、５％以上減少させる。


